
 

１ 総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

       

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。

      ２ 職員数は、21年4月1日現在の人数である。

 (3)特記事項

特になし

 (４) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

    

    

    

    

２ 一般行政職給料表の状況（２２年４月１日現在）
（ 単位 ： 円 ）

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

１級 ２級

502,194

      Ｂ

      Ａ 給  料

人 

千円

6,609

千円 千円

甲府市の給与・定員管理等について

     （21年度末） Ｂ／Ａ

（参考）

20年度の人件費率

実 質 収 支住民基本台帳・外国人登録人口

922,222 1,826,092 7,395,213

     千円

区  分 歳 出 額

      Ａ

198,445

       千円

区  分 職員数

21年度

21年度

      ％

給         与         費

71,242,073

人

職員手当

千円

給与費 B/A期末・勤勉手当

     千円      千円

4,646,8991,119

一人当たり給与費

人 件 費 率人 件 費

  計  Ｂ

（参考）特例市平均

16.4

           ％

17.111,658,068

一人当たり

千円

6,691

３級 ４級 ５級 ６級

最高号給の
給料月額

243,700 309,400 356,600

７級

390,500 403,000 425,100 459,100

８級

１号給の
給料月額

135,600 185,800 222,900 320,600 366,200 413,700261,900 289,200

481,300

(H17)
101.9

(H17)
99.3

(H17)
97.6

(H22)
10１.1 (H2２)

100.3
(H22)
98.8

90

95

100

105

甲府市 特例市平均 全国市平均
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３ 職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成22年4月1日現在）

    ①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円  円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

参  考

A/B

－

歳 人 円 円 円 －

歳 人 円 円 円 歳 円 1.36

歳 人 円 円 円 歳 円 1.42

歳 人 円 円 円 歳 円 0.00

歳 人 円 円 円 歳 円 2.13

歳 人 円 円 円 －

歳 人 円 円 円 －

歳 人 円 円 円 －

歳 人 円 円 円 －

円 円 ―

円 円

円 円

円 円

円 円

43.3

平均給料月額

（国ベース）

区  分 平均給与月額平均給与月額

甲府市 44.9

平均年齢

国 41.9

うち用務員

国

山梨県

43.2

47.0

49.9

-

公 務 員

－

376,370

特例市

山梨県

区  分

336,510

325,579

430,849339,602

416,860

380,808

383,948

4,085,100

219

1.55

389,267

うち自動車運転手

その他

特例市

参考

85

甲府市

うち学校給食員

うち清掃職員

うち清掃職員

（C)

区分

6,328,149

うち用務員

うち学校給食員

360,367 413,214452,975

392,049

395,666

4

0

C/D

―

7,576,394

1.71

2.46

3,008,200 ―

※年収ベースの「公務員（C)」及び「民間（D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給

6,207,241

3,079,000

甲府市 ―

58.6

213,600

44.6 294,000

－ －

 用務員

230,600
自家用自動
車運転手

－

－

－ － －

－ －

53.8

322,291

364,848 －

358,919 －

－

375,928

404,453

－

 者や日々雇用労働者で4・5月にそれぞれ18日以上雇用された者、非正規職員等を含む。

 調理師 43.3 272,100

－ －

－

廃棄物処理業
従業員

－

民   間

対応する民間の
類似職種

平均年齢
平均給与月

額（B)

（D)

年収ベース（試算値）の比較

公務員 民間

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成19年～21年の３ヶ年平均）

 された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

※賃金構造基本統計調査は、常用労働者10人以上の民間事業所を対象としており、調査対象には1か月以内の雇用期間の

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

うち自動車運転手

47.8

48.7

46.4

284,51449.3 3,955

325,173

3,620,700

―

39

174

397,436

-

349,70248.6

219

91

-

386,182

491,397

398,817

396,700

平均給与月額

（国ベース）

平均年齢

340,530

平均給与月額

（Ａ）

職員数

47.8

平均給料月額

336,749

353,256

338,308

382,742

381,698

-

-

331,169
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   ③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成21年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

      ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての

    諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。 

     また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が   

    含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

    

（2) 職員の初任給の状況（平成22年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成22年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

高 校 卒

302,848

経験年数１０年

-

大 学 卒

高 校 卒

-

178,800

平均給与月額

-

山梨県

平均年齢

389,741

区  分

甲府市

414,254

技能労務職

教 育 職
大 学 卒

高 校 卒

144,500

山梨県

386,821 455,920

140,100

243,100

129,200

-

-

-

中 学 卒

中 学 卒

高 校 卒

241,338

-

356,616

-

146,700

43.8

460,220

172,200

甲府市

358,142

平均給料月額

教 育 職

一般行政職
305,625

154,900

経験年数１５年

高 校 卒

199,700大 学 卒 199,700

区    分

267,700

140,100

国

(Ⅱ種) 172,200

-

-

-

335,433

355,769

-

-

経験年数２０年

397,904

312,829

-140,100高 校 卒

区     分

大 学 卒

43.7

特例市

42.0

技能労務職

一般行政職
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４ 一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成22年4月1日現在）

（注）１ 甲府市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（注）平成１８年に１０級制から８級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

（2) 昇給への勤務成績の反映状況
 

８  級 ・部長の職務

・高度の知識又は経験を必要とする業務
を行う主任の職務

・主事又は技師の職務

・主任の職務
・副主任の職務

        ％

・課長補佐の職務
・主任主査の職務

・係長の職務
・副主査の職務

１  級

４  級

区  分

３  級

２  級

        ％

        ％

25.0

49

16.6

        人

25.1

標準的な職務内容

122

        ％

183

        人

・課長及び専門主幹の職務
・副主幹の職務

６  級

2.3

        ％

７  級

17

34

        人・室長の職務
・管理主幹の職務

        人

５  級

        人

11.383

        ％

6.7

61

構成比

        人

職員数

4.7

        ％

        人

8.3

        ％

        人

 昇給については、人事評価及び勤務評定並びに所属長の内申結果とともに、昇任等の状況を考慮して昇給区分を決定して
いる。

184

１級  8.3% １級7.0% １級0.9%

２級 6.7% ２級 6.4%

２級 5.2%

３級
11.3%

３級
12.9%

３級
9.4%

４級
25.0%

４級
24.2%

４級 8.2%

５級
25.1%

５級
25.0%

５級 4.4%

６級
16.6%

６級
17.6%

６級
19.0%

７級 4.7% ７級 4.9%

７級
27.6%

８級 2.3% ８級 2.3%

８級
16.2%

９級 5.8% １０級  1.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成22年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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５ 職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（21年度支給割合） （21年度支給割合） （21年度支給割合）

期末手当          勤勉手当 期末手当          勤勉手当 期末手当             勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算  ５～２０％ 役職加算  ５～２０％ 役職加算  ５～２０％

 管理職加算 １０～２５％ 管理職加算 １０～２５％

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（平成22年4月1日現在）

（支給率）              自己都合 勧奨・定年 （支給率）              自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

(2％～20％) (2％～20％)

１人当たり平均支給額    千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当

（平成22年4月1日現在）

千円

円

％ 人 ％

％ 人 ％

支給率

23.5

15

 現在は、懲戒処分となった職員及び勤務成績が不良である職員を除き一定の成績率による支給を行っている。昇給への勤
務成績の反映と同様に、今後は人事評価制度の本格実施を図り、評価結果に応じた支給率の設定を行っていく。

0.7

59.28

甲府市

47.5

30.55

2.75

0.71.5

1,669

1.4

1.5 0.7

1,606

１人当たり平均支給額（21年度）

3,519

15

甲府市一般職員

26,259

59.28

59.28

2.75

33.5

1.4

30.55

33.5 41.34

1.4

41.34

支給実績（21年度決算）

57

1,526

支給対象地域

365,654

227,964支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

59.28

47.5

59.28

医師及び歯科医師

6

国の制度（支給率）支給対象職員数

6

23.5

１人当たり平均支給額（21年度）

山梨県

59.28

国甲府市

2.75

―

国

1.5
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 (4) 特殊勤務手当（平成22年4月1日現在）

千円

 円

 ％

市税等滞納整理手当

従事職員

従事職員

風水火震等非常時における緊急対策とし
て、災害の発生した箇所若しくは災害の
おそれの著しい箇所又は山火事の発生し
た箇所で行う巡回監視又は応急作業に
従事したとき。

後期高齢者医療保険料

行旅死亡人

廃棄物、汚泥・汚水、し尿の収集処理に
直接従事したとき。

行旅病人又は死亡人の取り扱いに直接
従事したとき。

市税、国民健康保険料、介護保険料及び
後期高齢者医療保険料の滞納整理に従
事したとき。

廃棄物、汚泥・汚水、し
尿処理業務
（ただし、クレーン操作、
中央操作・制御を除く）

電気主任技術者及びボイラー・タービン主任技術者の業務に直接
従事する職員

従事職員

従事職員

従事職員

動物飼育手当

技術管理手当

害虫駆除作業等手当

廃棄物等処理手当

災害応急作業等手当

ハチ等特殊害虫駆除及び犬猫等の処理業務に直接従事したとき。

主な支給対象職員

防疫作業手当

行旅病人等取扱手当 従事職員

当該職員

社会福祉業務手当

用地交渉手当

有害薬品等取扱手当 従事職員

従事職員

従事職員

従事職員

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

火葬業務手当

日 300円

支給実績（21年度決算）

従事職員

 ただし、日没時から日出時までにおいて行われ
た場合は、100分の50を加算した額とする。

日 270円

国民健康保険料

社会福祉業務のうちケースワーカーとして直接業務に従事したと
き。

日額300円

日 300円

斎場の火葬業務に直接従事したとき。
（ただし、受付等の事務を除く）

体 3,000円

28

地上10m以上の足場の不安定な箇所及び傾斜度平均40度以上の
急傾斜地において監督、検査、作業を行ったとき。

手当の種類（手当数）

左記職員に対する
支給単価

手当の名称

月額4,000円

巡回監視 日  480円

 ただし、日没時から日出時までにおいて行われ
た場合は、100分の50を加算した額とする。

日  300円

日  200円
農薬等の散布及び人体に有害な薬品の取り扱いに直接従事したと
き。

226,374

職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度）

高所作業等手当 従事職員

日  730円

介護保険料

人 1,500円

日 230 円
（附属焼却工場ホッ
パーフロア清掃、整備
をしたとき1回200円を
加算する。）

日 920円

日  290円

日 180 円
(収集車を運転したとき
50円を加算する。)

感染症又は感染の疑いのある場所の調査及び消毒に従事したと
き。

行旅病人

収集業務

動物園で動物の飼育管理に直接従事したとき。

主な支給対象業務

330,473

市税

公共用地取得に関する事業又はこれらの事業に関連する事業に必
要な土地の取得の交渉に直接従事したとき。

応急作業

建築物審査業務に従事した建築主事

日 300円

日 500円

月額 3,000円

1回100円(ただし、上限
月2,000円)

日額 160円

43.2
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

462,139

医師及び助産師が分娩に
直接従事したとき。

医師

市立甲府病院の病
棟に勤務する職員

集中治療室に常時勤務する看護師

放射線等の取り扱い業務に直接従事する放射線技師、放射線科医
師及び看護師並びに内視鏡室の看護師

市立甲府病院及び環境セン
ター附属工場に勤務する職員
で、正規の勤務時間の一部又
は全部が深夜(午後10時から
翌日午前5時までの間をいう。)
に及ぶ業務に従事したとき。

臨床検査に直接従事する職員

4時間未満
のとき。

環境センター附属工場に
勤務する職員

4時間以上
のとき。

従事職員

入学試験における受験生の監督、採点又は合否判定の業務で週休
日等又は週休日等以外の土曜日若しくはこれに相当する日に行う
ものに従事したとき。

医師手当

特殊勤務手当（教員）

従事職員

従事職員

従事職員

従事職員

従事職員

学校の管理下において行われる部活動における生徒に対する指導
業務で週休日等又は週休日等以外の土曜日若しくはこれに相当す
る日に行うものに従事したとき。

教育委員会が定める対外運動競技等において生徒を引率して行う
指導業務で泊を伴うもの又は週休日等に行うものに従事したとき。

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 21 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ）

従事職員

従事職員

救急診療手当
医療職給料表（一）の

適用職員

助産師

感染症病床の感染症患者の診療等に直接従事したとき。

医務手当

臨床検査手当

従事職員

従事職員

従事職員

分娩手当 従事職員

集中治療室看護手当

月 7,500円  (ただし、
看護師は1,000円)

日  200円

回 3,600円夜間業務手当

感染症診療等手当

放射線取扱手当

従事職員

日額2,400円

日額3,400円

日額3,400円

月 2,000円

月 5,500円

回 3,200円

宿日直勤務
1回につき10,000円

回 1,100円

回  1,500円

宿日直勤務
1回につき20,000円

時間 2,000円（ただし
医師は上限月60,000
円、その他の職員は上
限月40,000円）

回 10,000円

業務に応じ日額3,400
円又は6,400円

院  長 100,000円
副 院 長  90,000円
診療部長  70,000円
科部長・診療支援部長
65,000円
科長･室長 60,000円
医  長  40,000円
副 医 長  30,000円

医療職給料表（一）
の適用職員

役職加算と経験加算の合計額
（ただし、給料月額＋初任給調整手当の100分の55以内）

(経験加算)
医師免許又は歯科医師免許取得からの経過年数
15年未満の職員  1年につき8,000円
15年以上の職員 1年につき 10,000円
(ただし、26年を上限とする)

日額900円

市立の高等学校に置かれる教務主任、学年主任、生徒指導主事、
進路指導主事及び学科主任が、教務その他の教育に関する業務に
ついての連絡調整及び助言に係る業務に従事したとき。

日額200円

学校の管理下において行う非常災害時等の緊急業務に従事したと
き。

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 20 年 度 決 算 ） 335

修学旅行、林間、臨海学校等(学校が計画、実施するものに限る。)
において生徒を引率して行う指導業務で泊を伴うものに従事したと
き。

292

支 給 実 績 （ 20 年 度 決 算 ） 473,950

病院群輪番制当番日

医療職給料表（一）、医療職給料表（二）及び医療職給料表（三）の
適用管理職員で、正規の勤務時間外に診療業務に従事したとき。

医療職給料表（一）の適用職員が
宿日直勤務において救急診療業務
に従事したとき。

病院群輪番制非当番日
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（6) その他の手当（平成22年4月1日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

国の制度
との異同

手 当 名

同じ

内容及び支給単価

110,376

同じ

国の制度と
異なる内容

192,406

31,738

役職等に応じ6,000円
から18,000円を支給

240,808

異なる

支給職員１人当たり

通勤距離が片道2km以上の職
員に支給

① 交通機関利用者 6ヶ月定
期券等の額を一括支給（ただ
し、月額換算55,000円を限度）

② 交通用具使用者
・四輪車使用者
通勤距離2㎞～20㎞のとき
距離に応じて3,000円～11,800円
を支給。
20㎞を超えるとき
1kmにつき580円を加算
・二輪車等使用者
 通勤距離に応じて2,000円～
24,500円を支給

③ ①及び②の併用者
 ①及び②によりそれぞれ算出
した額の合計額

支給実績
（21年度決算）

①異なる

②同じ

平均支給年額

125,713

（21年度決算）

同じ

休日勤務手当

祝日法による休日等に勤務した
職員に支給

勤務した時間に対し、1時間当た
りの給与額に125/100～
150/100を乗じた額

宿日直手当

宿日直を命ぜられた職員に支給

職種、業務等に応じ4,200円から
20,000円/回

通勤手当

扶養手当

扶養親族として配偶者、子等を
有する職員に支給

①配偶者    13,000円/月

②配偶者以外の扶養親族
6,500円/月
(配偶者がいない場合は    1
人目  11,000円/月)

満16歳年度初めから満22歳年
度末までの間にある子1人につ
き5,000円加算

54,287

管理職員特別勤務手当

管理職員が臨時又は緊急の必
要等により週休日当に勤務した
場合に支給

役職に応じ6,000円から11,000円
/回

正規の勤務時間として、午後10
時から翌日の午前5時までの間
に勤務した職員に支給

勤務した時間に対し、1時間当た
りの給与額に25/100を乗じた額

夜間勤務手当

住居手当

自己所有の家、または借家等に
居住する職員に支給

① 自己所有住宅居住職員
4,000円/月

② 借家・借間居住職員
家賃の額に応じて最高27,000円
/月まで

同じ

自己所有住宅居住職
員への支給

31,201

①同じ

②異なる

③同じ

7,554

31,364

203,928

②四輪車使用者と二
輪車使用者の区分なし

76,980

-

142,560

－
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千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

６ 特別職の報酬等の状況（２２年４月１日現在）

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円

月分

月分

（算定方式） （１期の手当額）  （支給時期）

108万円 × 在職月数 × 0.5 円

  88万円 × 在職月数 × 0.4 円

(注）１ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

     ２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

2,757,921

744,576

同じ

（参考）特例市における最高／最低額

129,557

369

534,300

168,233

658,500

680,000 440,000

同じ

467,000

950,000

780,000

740,000

1,137,000

(1,080,000)

管理職手当

管理又は監督の地位にある職
員のうち、その職務の特殊性に
基づき定められた職にある者に
支給

役職に応じ定額を支給

初任給調整手当

医療職給料表(一)適用職員のう
ち採用による欠員の補充が困
難と認められる職に採用された
職員に支給

採用日から経過した期間に応じ
47,500円から306,000円/月

寒冷地手当

義務教育等教員特別手当

高等学校教育職給料表適用職
員に支給

職務の級及び号給に応じて
2,900円から11,700円/月

区 分 給 料 月 額 等

給
料

副 市 長

766,400

報
酬

590,000

660,000

副 議 長 610,000

議 長

  （21年度支給割合）

議 員

              3.1

議 長

市 長   （21年度支給割合）

11月1日現在に在職する職員に
支給(旧西八代郡上九一色村の
地域に在勤する職員に該当）

在勤地及び扶養親族の人数に
応じ7,360円から17,800円

市 長

副 市 長

同じ

171,619

73,800

16,896,000

792,000

(880,000)

972,000

25,920,000

期
末
手
当

9,440

収 入 役

              4.1副 市 長

副 議 長

議 員

市 長

退
職
手
当

  任期毎

  任期毎

9



７ 職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数          人

（特例市の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数  人

（特例市の人口1万人当たり職員数 人

人口1万人当たり職員数  人

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。

   ２ [     ]内は、条例定数の合計である。

44.42

46.59

63.62

学校用務員の嘱託化など

＜参考＞

△ 32 ＜参考＞

△ 1

派遣見直し

事務の効率化

56.92

事務の効率化

事務の効率化

自治基本条例の見直し業務等

派遣見直し

子ども手当支給業務など業務量の増

△ 1

1

0

△ 1

90.85

事務の民間委託

1

123

△ 1

7978 国民健康保険滞納整理業務量の増

事務の統廃合縮小

小 計 1,120

下水道

115

53

その他

△ 9

408 407

663 654

土木

20

144

衛生

農林水産 40

187

167 164

税務

議会

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

民生

計

労働

商工

総務

1

5

滞納整理業務量の増

収集業務の一部民間委託

主 な 増 減 理 由

898

92

235

3

149

4

39

186

19

合  計

 公
 営
 企会
 業計
 等部
   門

病院

小 計

水道

1,783 1,751

[  2,105   ］ [  2,105   ］

898

54

教育部門

消防部門

199222

1,097

△ 3

△ 23

△ 1

△ 8

△ 23

[ 0 ］

91

11 11

234

0

△ 1

職 員 数
対前年
増減数

平成21年 平成22年

        区  分

 部  門

＜参考＞
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（2)年齢別職員構成の状況（平成22年4月1日現在）

 

（3）職員数の推移

（単位：人・％）

（注）１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数

      ２ 合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数

        

1,751

△44 （6.3％）

△176 （9.1％）

△44 （18.1％）

－

199

－

1,783

222

－

２１年

898

過去5年間の
増減数（率）

△88 （△8.9％）

654663

２２年

898

56歳48歳 52歳 60歳

～

20歳 20歳

区 分

未満
～～～ ～

24歳

職員数
0 54

人 人

23歳

人

192

１７年

27歳 35歳

人 人

97 154

人 人

39歳

678

215

－

930

１９年

公営企業等会計

223

－

688 687

－ －職員数

教 育 職員数

971986 943

43歳

１８年 ２０年

人

31歳

218

28歳 36歳32歳 40歳

236

職員数

           年  度
部 門 別

一般行政

243

～

44歳

51歳47歳

～ ～

196

以上

27

人

55歳 59歳

人

～

191 1,750212

人

計

人

1,8231,927

204 205

1,853

～

計 職員数 1,895

698

消 防

職員数

人

0

2

4

6

8

10

12

14
構成比

５年前の構成比

%
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８ 公営企業職員の状況
 (1) 水道事業

   ① 職員給与費の状況

ア 決算

職員給与費  （参考）

       

（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。

      ２ 職員数は、２２年３月３１日現在の人数である。

イ  特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２２年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

千円 千円 

（２１年度支給割合） （２１年度支給割合）

                   期末手当 勤勉手当                    期末手当 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

        役職加算 5%～20%         役職加算 5%～20%

（注） (   )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ 退職手当（２２年４月１日現在）

（支給率）              自己都合 勧奨・定年 （支給率）              自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％） （２％～２０％）

１人当たり平均支給額    千円 千円 １人当たり平均支給額    千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２１年度に退職した職員に支給された平均額である。

める職員給与費比率

２０年度の総費用に占

団体平均 45.6 366,719

％

7,018

千円 千円

842,144

    給与費  B/A

％

職員給与費比率

59.28 59.28

3,120 27,233

33.5 41.34

47.5 59.28

2.75 1.4

0.7

甲  府  市  上  下  水  道  局 甲府市 （一般行政職）

1.42.75

1.5

30.55 23.5

1.5 0.7

23.5

1,749

120 520,071 112,202

甲府市上下水道局 44.6

甲  府  市  上  下  水  道  局

209,871

1,606

      区  分 平 均 年 齢 基本給

１人当たり平均支給額（２１年度）

402,499

１人当たり平均支給額（２１年度）

甲府市 （一般行政職）

584,833

平均月収額

水道事業     千円     千円

6,567

546,495

２１年度 人 千円 千円

4,619,298

一人当たり給与費

区  分 一人当たり

19.04

（参考）特例市平均

      Ａ 給  料 職員手当 期末・勤勉手当   計  Ｂ

681,598 842,144

職員数 給         与         費

18.23

Ａ  Ｂ       Ｂ／Ａ

２１年度     千円 千円 千円 

区  分 総費用 純損益又は実 総費用に占める

 質収支

3,507 26,529

33.5

47.5

59.28 59.28

59.28

41.34

30.55
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ウ 地域手当

（２２年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ 特殊勤務手当（２２年４月１日現在）

千円

 円

 ％

オ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ その他の手当（２２年４月１日現在）

円

7

手 当 名 内容及び支給単価

扶養手当

32,272

299

同じ

366

一般行政職
の制度と異
なる内容

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ １ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ０ 年 度 決 算 ）

扶養親族として配偶者、子
等を有する職員に支給

①配偶者    13,000円/月

②配偶者以外の扶養親族
6,500円/月
(配偶者がいない場合は
１人目  11,000円/月)

満16歳年度初めから満22
歳年度末までの間にある子
1人につき5,000円加算

18,853

一般行政職
の制度との
異同

（２１年度決算）

取水口の流木除去

災害対応自宅待機

突発事故対応自宅待機

給水停止処分

滞納整理

平日1,700円／日、休日2,500円／日

平日1,700円／日、休日2,500円／日

２５０円／件

２，０００円／月

千円

支給実績

39,579

241,705

（２１年度決算）

平均支給年額

支給職員１人当たり

滞納整理従事手当 滞納整理に従事する職員

停水処分執行手当 給水停止作業に従事する職員

突発事故対応待機手当 事故対応のため夜間等に自宅待機する職員

支 給 実 績 （ ２ １ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ ２ ０ 年 度 決 算 ）

災害対応待機手当 災害対応のため自宅待機する職員

手当の種類（手当数）

流木除去手当 流木除去に携わる職員

手当の名称 主な支給対象職員

電気主任技術者手当 電気主任技術者

高圧電気取扱手当 電気設備保全に携わる職員（上記除く） 電気設備保全業務

甲府市 6 120

職員全体に占める手当支給職員の割合（２１年度） 60.83

主な支給対象業務

４，０００円／月

左記職員に対する支給単価

電気設備保全業務

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算）

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

支給実績（２１年度決算）

支給実績（２１年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算）

27,424

75,589

5,518

6

２００円／日

１，５００円／月

228,533

一般行政職の制度（支給率）
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円

円

円

円

円

円千円2,746

宿日直手当
宿日直を命ぜられた職員に
支給  4,600円/回

夜間勤務手当

正規の勤務時間として、午
後10時から翌日の午前5時
までの間に勤務した職員に
支給

勤務した時間に対し、1時間
当たりの給与額に25/100を
乗じた額

同じ

管理職員特別勤務手当

管理職員が臨時又は緊急
の必要等により週休日等に
勤務した場合に支給

役職に応じ6,000円から
11,000円/回

管理職手当

管理又は監督の地位にある
職員のうち、その職務の特
殊性に基づき定められた職
にある者に支給

役職に応じ50,500円から
103,700円/月

95,590

千円 795,583

同じ

同じ

6,638

千円

9,547

7,456

千円通勤手当

通勤距離が片道2km以上の
職員に支給

① 交通機関利用者 6ヶ月
定期券等の額を一括支給
（ただし、月額換算55,000円
を限度）

② 交通用具使用者
・四輪車使用者
通勤距離2㎞～20㎞のとき
距離に応じて3,000円～
11,800円を支給
20㎞を超えるときは1kmに
つき580円を加算
・二輪車等使用者
 通勤距離に応じて2,000円
～24,500円を支給

③ ①及び②の併用者
 ①及び②によりそれぞれ
算出した額の合計額

同じ

住居手当

自己所有の家、または借家
等に居住する職員に支給

①自己所有住宅居住職員
4,000円/月

②借家・借間居住職員
 家賃の額に応じて最高
27,000円/月まで

0

64,447

16,185

249,636

0 千円

千円異なる
一般行政職
は4,200円/
回

同じ

1,748

14



 (2) 下水道事業

   ① 職員給与費の状況

ア 決算

 （参考）

       

（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。

      ２ 職員数は、２２年３月３１日現在の人数である。

イ  特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２２年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

千円 千円 

（２１年度支給割合） （２１年度支給割合）

                   期末手当 勤勉手当                    期末手当 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

        役職加算 5%～20%         役職加算 5%～20%

（注） (   )内は、再任用職員に係る支給割合である。

１人当たり平均支給額（２１年度）

甲  府  市  上  下  水  道  局

      区  分 平 均 年 齢

甲府市上下水道局 43.2

団体平均 44.6

1,640

1.4

1.5 0.7 1.5

2.75 1.4 2.75

363,354

88,543 355,134

544,269

基本給

384,248

54 219,427 47,164

     千円

6,577

    給与費  B/A 一人当たり給与費給  料 職員手当

区  分

      Ａ 期末・勤勉手当   計  Ｂ

職員数 給         与         費

千円 千円 下水道事業   千円２１年度 人 千円 千円

％

6.25

（参考）特例市平均

6.04

％２１年度     千円 千円 千円 

5,681,852 859 355,134

 実質収支

Ａ  

職員給与費比率 ２０年度の総費用に占

める職員給与費比率      Ｂ／ＡＢ 

区  分 総費用 純損益又は 職員給与費

1,606

548,083

0.7

一人当たり

6,520

平均月収額

１人当たり平均支給額（２１年度）

甲府市 （一般行政職）

総費用に占める
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イ 退職手当（２２年４月１日現在）

（支給率）              自己都合 勧奨・定年 （支給率）              自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％） （２％～２０％）

１人当たり平均支給額    千円 千円 １人当たり平均支給額    千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２１年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ 地域手当

（２２年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ 特殊勤務手当（２２年４月１日現在）

千円

 円

 ％

オ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

-

47.5 59.28

59.28 59.28

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ０ 年 度 決 算 ） 416

支 給 実 績 （ ２ ０ 年 度 決 算 ） 20,776

災害対応待機手当

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ １ 年 度 決 算 ）

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算）

災害対応のため自宅待機する職員

廃棄物等処理手当 ﾏﾝﾎｰﾙ等内部の廃棄物処理を行う職員

高圧電気取扱手当 電気設備保全に携わる職員（上記除く）

手当の種類（手当数）

支 給 実 績 （ ２ １ 年 度 決 算 ） 14,425

突発事故対応待機手当 事故対応のため夜間等に自宅待機する職員

電気主任技術者手当 電気主任技術者

28,227

職員全体に占める手当支給職員の割合（２１年度）

支給実績（２１年度決算） 11,594

23.5

33.5 41.34

23.5 30.55

支給対象地域

手当の名称 主な支給対象職員

甲府市 6 54

支給実績（２１年度決算）

支給率 支給対象職員数

622

47.5

33.5

甲  府  市  上  下  水  道  局 甲府市 （一般行政職）

突発事故対応自宅待機 平日1,700円／日、休日2,500円／日

294

電気設備保全業務

廃棄物処理

災害対応自宅待機

１，５００円／月

４，０００円／月

電気設備保全業務

２３０円／日

平日1,700円／日、休日2,500円／日

5

68.52

16,811

左記職員に対する支給単価主な支給対象業務

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算）

59.28

59.28

6

一般行政職の制度（支給率）

3,507

59.28

26,529

214,704

41.34

30.55
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カ その他の手当（２２年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

宿日直手当
宿日直を命ぜられた職員に
支給  4,600円/回

異なる
一般行政職
は4,200円/
回

夜間勤務手当

正規の勤務時間として、午
後10時から翌日の午前5時
までの間に勤務した職員に
支給

勤務した時間に対し、1時間
当たりの給与額に25/100を
乗じた額

同じ 千円

0 千円

859 千円

0

管理職員特別勤務手当

管理職員が臨時又は緊急
の必要等により週休日等に
勤務した場合に支給

役職に応じ6,000円から
11,000円/回

同じ

通勤手当

扶養手当

3,977 千円管理職手当

管理又は監督の地位にある
職員のうち、その職務の特
殊性に基づき定められた職
にある者に支給

役職に応じ50,500円から
103,700円/月

同じ

2,721 千円

住居手当

自己所有の家、または借家
等に居住する職員に支給

①自己所有住宅居住職員
4,000円/月

②借家・借間居住職員
 家賃の額に応じて最高
27,000円/月まで

同じ 4,493 千円

通勤距離が片道2km以上の
職員に支給

① 交通機関利用者 6ヶ月
定期券等の額を一括支給
（ただし、月額換算55,000円
を限度）

② 交通用具使用者
・四輪車使用者
通勤距離2㎞～20㎞のとき
距離に応じて3,000円～
11,800円を支給
20㎞を超えるときは1kmに
つき580円を加算
・二輪車等使用者
 通勤距離に応じて2,000円
～24,500円を支給

③ ①及び②の併用者
 ①及び②によりそれぞれ
算出した額の合計額

同じ

8,473 千円

扶養親族として配偶者、子
等を有する職員に支給

①配偶者    13,000円/月

②配偶者以外の扶養親族
6,500円/月
(配偶者がいない場合は
１人目  11,000円/月)

満16歳年度初めから満22
歳年度末までの間にある子
1人につき5,000円加算

同じ

一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

手 当 名 内容及び支給単価

0

17,531

0

795,400

59,152

（２１年度決算）

235,361

128,371

平均支給年額

支給職員１人当たり

（２１年度決算）

支給実績
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